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日本の人口7年連続減
東京一極集中は加速

総務省が2016年7月13日に発表した2016年1月1日時点の人口動態調査によると、国内に住
む日本人の人口は1億2,589万1,742人で7年続けて減少しました。前年から27万1,834人減
り、調査を始めた1968年以降で最大の減少数となりました（図表1）。出生者数は2年
ぶりに前年を上回ったものの、死亡者数が出生者数を上回るペースで増加したためです。
総人口は減少しているにも関わらず、東京を中心とする首都圏に住む人は増加しました。
東京、千葉、埼玉、神奈川の各都県を合わせた人口は前年に比べて11万人近い増加となり、
特に東京は8.6万人増の約1,297万人に達し、初の1,300万人台が目前になりました。都市部
に人が集まる傾向は年々強まっているようです（図表2）。働く場や商業施設が多いため
住みやすい環境を求めて人が集まってくるためと考えられます。都道府県別では、人口が
増加したのは東京、千葉、埼玉、神奈川、愛知、沖縄の6都県のみでした。
政府が東京から地方に人の流れを反転させる『地方創生』を掲げるなか、3年続けて人口が
増えた市町村は209ありました。都市近郊が多いようですが、独自の取り組みで人を呼び込
むことに成功したところもあるようです。

図表1：国内居住の日本人人口の増減推移

（審査確認番号H28-TB117）

図表2：主要都市圏の人口増減数の推移

 2016年1月1日時点の国内在住の日本人人口は、1億2,589万1,742人となり7年連続で減少。
 東京を中心とする首都圏の人口は増加。都市部に人が集まる傾向は年々強まっている。
 政府が掲げる『地方創生』や独自の取り組みにより人口が増えた市町村も。

出所）図表1、図表2は総務省「人口動態調査」のデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成
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※東京圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の合計
大阪圏：大阪府、京都府、奈良県、兵庫県の合計
名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県の合計


